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地域への自動運転移動サービスの
導入方策を考える

公益財団法人豊田都市交通研究所 西堀泰英

第93回 豊田まちと交通勉強会 2019年7月17日（水）

自動運転はうまくいけば社会の様々な問題への
有効な解決策になり得るものと考えている

しかし、
「必要な時に必要な場所で活用できるのか」

「そのためには何が必要なのか」
ということを踏まえて導入方策を考える必要がある
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自動運転導入の意義

自動運転は現在の社会が抱える様々な問題の解決につながると期待される

資料：官民ITS構想・ロードマップ2019



3

自動運転の実現による新しいモビリティ社会への期待

資料：官民ITS構想・ロードマップ2019＜概要版＞
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自動運転社会実現へのシナリオ

資料：官民ITS構想・ロードマップ2019

SIP第2期自動運転（システムとサービスの拡張）
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自動運転の導入に向けた法整備が進められている

資料：官民ITS構想・ロードマップ2018
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自動運転の実現に向けて国を挙げて取り組みが進められている

資料：官民ITS構想・ロードマップ2019＜概要版＞
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新しいモビリティ社会はすぐそこ？？？

資料：TOYOTA, VW, DAIMLER, SIDEWALK, NACTO
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参考 実証実験の様子

2019.3.18@愛・地球博記念公園
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参考 実証実験の様子

2019.4.10@尾張旭駅～愛知医大
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自動運転の導入に向けた課題

制度面

制度整備は国が先導的に進めている

技術面

技術開発は企業中心に進められている

技術はできても（主に費用面で）それが利用可能かどうかの問題もある

社会受容性

今のところ社会全体で押しなべて見れば肯定的な受け止めがなされている

NIMBYの問題は生じる可能性がある←重要な問題になる可能性も

事業性

自動運転で利益が出せるのかの問題

事業化のルールが決まっていない（新しいルールを作るチャンスでもある）

インフラ面（３Dマップや電磁誘導線など）

誰が整備や維持更新の費用を負担するのか

適時性

社会が抱えている様々な問題に対して、タイムリーに対応できるのか
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事業性 自動運転を活用したモビリティサービスの事業性

アーサー・ディ・リトル・ジャパンの試算

資料：モビリティサービスの事業性分析（詳細版）
アーサー・ディ・リトル・ジャパン株式会社
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事業性 自動運転を活用したモビリティサービスの事業性

費用にインフラや通信費は含まれている？

ロボタクシー事業者ってだれ？

資料：モビリティサービスの事業性分析（詳細版）
アーサー・ディ・リトル・ジャパン株式会社
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事業性 自動運転を活用したモビリティサービスの事業性

都市部では自ずと導入が進む事も考えられる

都市部と地方部の違いも考える必要がある

資料：モビリティサービスの事業性分析（詳細版）
アーサー・ディ・リトル・ジャパン株式会社



14

事業性 都道府県別のタクシーの１日あたり輸送回数

全国平均を上回るのは７都道県のみ
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資料：全国自動車交通労働組合総連合会ホームページ 法人タクシー輸送実績等
（東京交通新聞社刊『ハイヤー・タクシー年鑑』による。）

都道府県別実働１日１車あたり輸送回数（平成29年実績）
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事業性 国交省や経産省の検討結果

ラストマイル実証実験や中山間地実証実験では採算は取れていない

インフラ（電磁誘導線等）のコストは考慮されているようだが、実証実験での運行
は面的なサービスではないことに留意が必要

遠隔型の自動運転の場合は「通信コスト」も無視できない

「1台当たりの通信費は月100万円超に達しかねない。」

「今の料金体系では無理（ティアフォー加藤真平氏）」

資料：自動走行に係る官民協議会資料（2019.3.26）

資料：日経Automotive 2019年6月号
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事業性 官民ITS構想・ロードマップ2019の記述

資料：官民ITS構想・ロードマップ2019
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インフラ 整備にも維持管理にも費用が必要

マップ作成や電磁誘導線・磁気マーカー敷設費用はタダじゃない

交通需要が疎な中山間地では、民間事業者のサービス展開意欲を期待するのは難し
いのではないか

自動運転に必要なインフラは一度整備すれば未来永劫使えるものではない

特に高精度地図については土木構造物よりも高い頻度でメンテナンスを行う必要が
あるのではないか

電磁誘導線についても障害物の除去などは欠かせない

暴風雨後の山間の道路は障害物だらけ

車両自律型の自動運転車に必要な
自己位置推定に影響する可能性も

暴風雨後の点検は、
落石や倒木に対してではなく、
折れた枝や散乱した枯れ葉などに
対して必要になるかもしれない
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適時性 バスやタクシーの運転手不足への対応は「待ったなし」

すでに人手不足が原因で路線が廃止される事態が起きている

下図の「自動車運転の職業」はバス、タクシー、トラックの運転手の値

資料：平成30年版国土交通白書
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適時性 小規模のタクシー事業者ほど60歳以上の割合が高い

事業所規模（従業員数）別では、1～20人規模では60代以上の割合が8割を超える

50代以下の割合は101人以上の事業所で比較的大きく4割程度

70代以上の割合は、21人～100人規模の事業所で4割近くを占める
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資料：TTRI調査（2018.10）

愛知県内のタクシー事業者の規模別の年齢構成比
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適時性 免許を持たない高齢者の移動も自動車に依存

免許を持たない高齢者の移動も「乗用車（家族等の送迎）」や
「自家用バス、貸切・送迎バス（施設職員等の送迎）」に依存

高齢者が高齢者を送迎する「老老送迎」が多く含まれる
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資料：第５回中京都市圏パーソントリップ調査

豊田市内の高齢者の「通院、デイケア・デイサービス」目的の移動手段
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運転手の担い手不足の進展と自動運転の実用化の進展の競争

➡実用化レベルを引き上げる（導入のハードルを下げる）方法を考える

適時性 自動運転は担い手不足に間に合うか

担い手不足の
危険水域
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自動運転を早期に実現させるためのアイデア

事業性・インフラの課題に対するアイデア

地域公共交通の枠組みに組み込むことで移動サービスの適正化を図る

地域公共交通会議や法定協議会での議論を踏まえて、
自動運転の移動サービスを地域公共交通網形成計画に位置づける

地域にとって望ましい移動サービスを地域が決めて事業者を呼び込む

都市部の事業で得た利益を地方部の事業に補填する方法もありえる

批判もあるが高速道路網整備の方法（料金プール制）を取ることも一案

適時性の課題に対するアイデア

比較的安全で低コストに実現できるレベル３のゆっくり自動運転®

運転手なしの遠隔自動運転は高コストなので、運転手ありのレベル３の自動運転

ゆっくり自動運転®であれば第２種免許なしでも有償運送事業の運転手になれ
るようにする

施設による無償の送迎バス等でも人手不足解消に貢献できると期待される

※「ゆっくり自動運転」は国立大学法人名古屋大学の登録商標です。
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参考 新たな交通社会に向けた「原則」策定事例

英国の次世代モビリティ戦略の９原則

①安全・安心の実現
②公平性の確保
③都市内短距離移動における徒歩・自転車の重視
④大量輸送機関の維持
⑤新モビリティのゼロ・エミッション化
⑥道路混雑緩和の実現
⑦技術革新と利用者主義を実現する移動市場
⑧多様な手段と新モビリティの統合
⑨交通システムの運用・改善のためのデータの共有

米国サンフランシスコの10原則

①安全
②混雑
③既存交通手段の共存
④説明責任
⑤公平性
⑥労働
⑦ユニバーサルデザイン
⑧財政
⑨持続可能性
⑩連携

資料：Department for Transport United Kingdom：Future of 

Mobility : U0rban Strategy, 2019.3

資料：EMERGING MOBILITY EVALUATION REPORT, San Francisco 

County Transportation Authority, JULY, 2018.
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自動運転を早期に実現させるための留意点

利用者の受容性が不可欠

ゆっくり自動運転®は時速20km以下のため遅く、自ずと利用範囲は限られる

それでも良いか？

地域の受容性が不可欠

地域の道路を時速20km以下の自動運転車両が走行すること対して

地域住民や手動ドライバーの理解・配慮が求められる

それでも良いか？

地域で住民同士の送迎をすること（例えば「たすけあいカー」）は、
当面の間は合理的な選択かもしれない
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おわりに

「何のための自動運転かを考える」
自動運転を導入することが目的ではなく、
地域住民の生活を豊かにすることが目的

「正しく期待する」
「正しく恐れる」（寺田寅彦 1878年～1935年）の言い換え

災害や原発リスクについてより深い知識を得、状況を理解して対応する
➔自動運転についてより深い知識を得、状況を理解して対応する
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ご清聴ありがとうございました

皆さまのご意見をお聞かせいただければ幸いです


